
 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概要 

（市町村関連部分のみ抜粋） 
 

資料資料資料資料４４４４    



○ 国は、子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本的な指針(基本指針)を策定。
（子ども・子育て支援法第６０条）

○ 内閣総理大臣は、基本指針を定めようとするときは、子ども・子育て会議の意見を聴くこととされ
ている。

○ 基本指針の主な内容は以下のとおり。

◎◎◎◎子子子子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援のののの意義意義意義意義

◎◎◎◎制度制度制度制度にににに関関関関するするするする基本的事項基本的事項基本的事項基本的事項のののの提示提示提示提示

◎◎◎◎地方自治体地方自治体地方自治体地方自治体のののの事業計画事業計画事業計画事業計画のののの作成指針作成指針作成指針作成指針
すべての都道府県、市町村が事業計画を作成。（計画期間 ５年間）

→限られた期間(平成２６年度前半までに計画案を取りまとめることが必要）の中で、関係者の参画の下、
住民の意向の把握、計画の検討、作成などの一連の作業を行うことが必要。

＜参考＞計画策定のスケジュール
平成２５年夏 基本指針案の提示
→平成２５年夏以降～ 市町村において利用希望の調査（ニーズ調査）を実施

都道府県計画、市町村計画の作成
平成２６年度前半 都道府県計画案、市町村計画案のとりまとめ

後半～ 認可・確認等の事前準備【計画案に基づく需給調整】
平成２７年４月(予定) 子ども・子育て支援新制度本格施行

◎◎◎◎関連施策関連施策関連施策関連施策とのとのとのとの連携連携連携連携
子ども・子育て支援新制度は、
・ワーク・ライフ・バランスと車の両輪。
・児童相談所等の関連する専門機関との連携が不可欠。 →これらの点にも留意した計画作成が必要。

地方版子ども・子育て
会議の意見を
聴きながら検討。

１１１１．．．．基本指針基本指針基本指針基本指針のののの法的位置法的位置法的位置法的位置づけづけづけづけ
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市町村子ども・子育て支援事業計画（５か年計画）

需要の調査・把握(現在の利用状況＋利用希望） ニーズ調査

計画的な整備

２２２２．．．．市町村子市町村子市町村子市町村子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援事業計画支援事業計画支援事業計画支援事業計画のイメージのイメージのイメージのイメージ①①①①

子ども・子育て家庭の状況及び需要

子子子子どものためのどものためのどものためのどものための教育教育教育教育・・・・保育給付保育給付保育給付保育給付

認定認定認定認定こどもこどもこどもこども園園園園、、、、幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園、、、、保育所保育所保育所保育所＝＝＝＝施設型給付施設型給付施設型給付施設型給付のののの対象対象対象対象※
＊＊＊＊私立保育所私立保育所私立保育所私立保育所についてはについてはについてはについては、、、、委託費委託費委託費委託費をををを支弁支弁支弁支弁

小規模保育事業者小規模保育事業者小規模保育事業者小規模保育事業者
家庭的保育事業者家庭的保育事業者家庭的保育事業者家庭的保育事業者
居宅訪問型保育事業者居宅訪問型保育事業者居宅訪問型保育事業者居宅訪問型保育事業者
事業所内保育事業者事業所内保育事業者事業所内保育事業者事業所内保育事業者

地域型保育給付地域型保育給付地域型保育給付地域型保育給付
のののの対象対象対象対象※

※ 施設型給付・地域型保育給付の対象は、認可や認定を受けた施設・事業者の中から、市町村の確認を受けたもの

（子ども・子育ての利用希望）
学校教育＋子育て支援

満３歳以上の子どもを持つ、
保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭
（子ども・子育ての利用希望）
学校教育＋保育＋放課後児童クラブ

＋子育て支援

満３歳以上の子どもを持つ、
保育を利用する家庭

（子ども・子育ての利用希望）
保育＋子育て支援

満３歳未満の子どもを持つ、
保育を利用する家庭

（子ども・子育ての利用希望）
子育て支援

満３歳未満の子どもを持つ、
保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭

＝＝＝＝

地域子地域子地域子地域子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援事業支援事業支援事業支援事業

（（（（施設型給付施設型給付施設型給付施設型給付・・・・地域型保育給付地域型保育給付地域型保育給付地域型保育給付はははは、、、、早朝早朝早朝早朝・・・・夜間夜間夜間夜間・・・・休日保育休日保育休日保育休日保育にもにもにもにも対応対応対応対応））））

※※※※対象事業対象事業対象事業対象事業のののの範囲範囲範囲範囲はははは法定法定法定法定（（（（１３１３１３１３事業事業事業事業））））

○市町村子ども・子育て支援事業計画は、５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・
地域の子育て支援についての需給計画。（新制度の実施主体として、全市町村で作成。）

幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援について、
「量の見込み」（現在の利用状況＋利用希望）、「確保方策」（確保の内容＋実施時期）を記載。

・ファミリー・サポート・センター・ファミリー・サポート・センター・ファミリー・サポート・センター・ファミリー・サポート・センター事業事業事業事業
・・・・放課後児童放課後児童放課後児童放課後児童クラブクラブクラブクラブ
・・・・一時預一時預一時預一時預かりかりかりかり
・・・・延長保育延長保育延長保育延長保育

・・・・乳幼児全戸訪問事業乳幼児全戸訪問事業乳幼児全戸訪問事業乳幼児全戸訪問事業
・・・・養育支援訪問事業養育支援訪問事業養育支援訪問事業養育支援訪問事業
・・・・子育子育子育子育てててて短期支援事業短期支援事業短期支援事業短期支援事業

・・・・地域子育地域子育地域子育地域子育てててて支援拠点事業支援拠点事業支援拠点事業支援拠点事業
・・・・病児病児病児病児・・・・病後児保育事業病後児保育事業病後児保育事業病後児保育事業
・・・・妊婦健診妊婦健診妊婦健診妊婦健診

【【【【新規新規新規新規３３３３事業事業事業事業】】】】
・・・・利用者支援利用者支援利用者支援利用者支援
・・・・実費徴収実費徴収実費徴収実費徴収にににに係係係係るるるる補足的給付補足的給付補足的給付補足的給付をををを行行行行うううう事業事業事業事業
・・・・多様多様多様多様なななな主体主体主体主体がががが本制度本制度本制度本制度にににに参入参入参入参入することをすることをすることをすることを
促進促進促進促進するためのするためのするためのするための事業事業事業事業 2



２２２２．．．．市町村子市町村子市町村子市町村子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援事業計画支援事業計画支援事業計画支援事業計画のイメージ②のイメージ②のイメージ②のイメージ②

○市町村子ども・子育て支援事業計画には、基本的記載事項として、幼児期の学校教育・保育・
地域の子育て支援について、市町村が定める区域ごとに、５年間の計画期間における「量の
見込み」「確保の内容」「実施時期」を記載。
○あわせて、任意的記載事項として、都道府県が行う専門的な知識・技能を要する社会的養護等
に係る支援との連携やワーク・ライフ・バランスに係る施策との連携等についても記載。

【市町村子ども・子育て支援事業計画記載事項】(子ども・子育て支援法第６１条第２項・第３項）

＜必須記載事項＞
○ 区域の設定 (第２項第１号）
○ 各年度における幼児期の学校教育・保育の量の見込み、実施しようとする幼児期の
学校教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 (第２項第１号）

○ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の
提供体制の確保の内容及びその実施時期 (第２項第２号）

○ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学校教育・保育の推進に関する体制の確保
の内容 (第２項第３号）

＜任意記載事項＞
○ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保
(第３項第１号）

○ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携
(第３項第２号）

○ 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備
に関する施策との連携 (第３項第３号） 3



２２２２．．．．市町村子市町村子市町村子市町村子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援事業計画支援事業計画支援事業計画支援事業計画のイメージ③のイメージ③のイメージ③のイメージ③

○区域設定

○幼児期の学校教育・保育
＜量の見込み＞ ＜確保の内容・実施時期＞

○地域子ども・子育て支援事業

○ 認定こども園の普及、幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援の推進方策に係る事項
○ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保
○ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携

○ 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携

○教育のみ＜１号＞
○保育の必要性あり（３－５歳） ＜２号＞
○保育の必要性あり（０－２歳） ＜３号＞

○施設(認定こども園、幼稚園)で確保
○施設（認定こども園、保育所）で確保
○施設（認定こども園、保育所）、地域型保育事業で確保

不足が
ある場合
は整備

利用者支援、地域子育て支援拠点事業、一時
預かり事業、乳児家庭全戸訪問事業、ファミリー
サポートセンター事業、延長保育事業、病児保
育事業、放課後児童健全育成事業等（１３事業）

○市町村子ども・子育て支援事業計画のポイント －「量の見込み」、「確保の内容」・「実施時期」
＜量の見込み＞
・幼児期の学校教育・保育・地域子ども・子育て支援事業について、「現在の利用状況＋利用希望」を踏まえて
記載（参酌標準）。

→住民の利用希望の把握が前提。(子ども・子育て支援法第61条第4項)

＜確保の内容・実施時期＞
・幼児期の学校教育・保育について、施設(認定こども園、幼稚園、保育所)、地域型保育事業による確保の状況を記載。
・量の見込みとの差がある場合には、施設・地域型保育事業の整備が必要。

(例) 平成２７年度に地域型保育事業（５０人分）を整備、平成２８年度に施設（１００人分）を整備

・地域子ども・子育て支援事業についても同様に、確保の状況を記載。また量の見込みとの差がある場合には、
事業の整備が必要。

量の見込み
確保の内容、
実施時期

不足が
ある場合
は整備

(○年度に○人分）

※上記のほか、人口減少地域などでは、上記以外の事業による確保も可能。
例)「保育の必要性あり（３－５歳）＜２号＞」 →地域型保育事業で確保
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